
公益社団法人公益社団法人公益社団法人公益社団法人    経営・労働協会経営・労働協会経営・労働協会経営・労働協会    

    

平成平成平成平成 26262626 年度事業計画年度事業計画年度事業計画年度事業計画書書書書    

((((平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで))))    

    

    

平成平成平成平成２５２５２５２５年度は、当協会に年度は、当協会に年度は、当協会に年度は、当協会にとりましてはとりましてはとりましてはとりましては正に外国人技能実習事業再開の年になりま正に外国人技能実習事業再開の年になりま正に外国人技能実習事業再開の年になりま正に外国人技能実習事業再開の年になりま

した。事業の再開に向けた取り組みを最優先課題としてした。事業の再開に向けた取り組みを最優先課題としてした。事業の再開に向けた取り組みを最優先課題としてした。事業の再開に向けた取り組みを最優先課題として協会の総力を挙げて取り組ん協会の総力を挙げて取り組ん協会の総力を挙げて取り組ん協会の総力を挙げて取り組ん

でまいりましたでまいりましたでまいりましたでまいりましたが、が、が、が、その結果、その結果、その結果、その結果、昨年７月昨年７月昨年７月昨年７月のののの東京入国管理局より東京入国管理局より東京入国管理局より東京入国管理局よりのののの「事業再開申請」「事業再開申請」「事業再開申請」「事業再開申請」許許許許

可可可可に続きに続きに続きに続き、、、、当協会及び事業再開後の当協会及び事業再開後の当協会及び事業再開後の当協会及び事業再開後の実習企業実習企業実習企業実習企業第一号となる株式会社大八創様に係わる第一号となる株式会社大八創様に係わる第一号となる株式会社大八創様に係わる第一号となる株式会社大八創様に係わる

外国人技能実習生受入人数枠に外国人技能実習生受入人数枠に外国人技能実習生受入人数枠に外国人技能実習生受入人数枠に関する関する関する関する「法務大臣告示」「法務大臣告示」「法務大臣告示」「法務大臣告示」がががが平成２６年２月２０日平成２６年２月２０日平成２６年２月２０日平成２６年２月２０日にににに行行行行

われました。これらわれました。これらわれました。これらわれました。これらの状況の状況の状況の状況を踏まえまして、平成を踏まえまして、平成を踏まえまして、平成を踏まえまして、平成２６２６２６２６年度の当協会の主な事業につい年度の当協会の主な事業につい年度の当協会の主な事業につい年度の当協会の主な事業につい

て、申し述べます。て、申し述べます。て、申し述べます。て、申し述べます。    

    

１．１．１．１．外国人技能実習事業外国人技能実習事業外国人技能実習事業外国人技能実習事業    

                外国人技能実習事業は、公益目的事業として内閣総理大臣より認定を受けた事業外国人技能実習事業は、公益目的事業として内閣総理大臣より認定を受けた事業外国人技能実習事業は、公益目的事業として内閣総理大臣より認定を受けた事業外国人技能実習事業は、公益目的事業として内閣総理大臣より認定を受けた事業

であり、当協会にとりまして正に「大黒柱」となる重要な事業であります。であり、当協会にとりまして正に「大黒柱」となる重要な事業であります。であり、当協会にとりまして正に「大黒柱」となる重要な事業であります。であり、当協会にとりまして正に「大黒柱」となる重要な事業であります。    

上述の通り、上述の通り、上述の通り、上述の通り、本年２月本年２月本年２月本年２月２０日２０日２０日２０日ににににはははは外国人技能実習生受入人数枠に係わる「法務大外国人技能実習生受入人数枠に係わる「法務大外国人技能実習生受入人数枠に係わる「法務大外国人技能実習生受入人数枠に係わる「法務大

臣告示」臣告示」臣告示」臣告示」が行われたことによりが行われたことによりが行われたことによりが行われたことにより外国人技能実習事業を行なう上での全ての法的な要外国人技能実習事業を行なう上での全ての法的な要外国人技能実習事業を行なう上での全ての法的な要外国人技能実習事業を行なう上での全ての法的な要

件が整うこととなりま件が整うこととなりま件が整うこととなりま件が整うこととなりましたしたしたした。。。。    

このようなこのようなこのようなこのような状況を踏まえ、状況を踏まえ、状況を踏まえ、状況を踏まえ、平成２６年度を外国人技能実習事業の再スタート元年平成２６年度を外国人技能実習事業の再スタート元年平成２６年度を外国人技能実習事業の再スタート元年平成２６年度を外国人技能実習事業の再スタート元年

と位置づけ、と位置づけ、と位置づけ、と位置づけ、平成２８年度において平成２８年度において平成２８年度において平成２８年度において外国人技能実習事業の外国人技能実習事業の外国人技能実習事業の外国人技能実習事業の「収支均衡」を当面の目「収支均衡」を当面の目「収支均衡」を当面の目「収支均衡」を当面の目

標として標として標として標として総力を挙げて取り組んで参ります。総力を挙げて取り組んで参ります。総力を挙げて取り組んで参ります。総力を挙げて取り組んで参ります。    

            目標目標目標目標    

            平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度    平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度    平成２８年度平成２８年度平成２８年度平成２８年度    

受入企業数受入企業数受入企業数受入企業数    １７社１７社１７社１７社    ２０社２０社２０社２０社    ２０社２０社２０社２０社    

同上累計同上累計同上累計同上累計        ３７社３７社３７社３７社    ５７社５７社５７社５７社    

実習生受入人数実習生受入人数実習生受入人数実習生受入人数    ５１名５１名５１名５１名    ６０名６０名６０名６０名    ６０名６０名６０名６０名    

同上累計同上累計同上累計同上累計        １１１名１１１名１１１名１１１名    １７１名１７１名１７１名１７１名    

    

                また、コンプライアンス体制の強化また、コンプライアンス体制の強化また、コンプライアンス体制の強化また、コンプライアンス体制の強化もももも図って参ります。図って参ります。図って参ります。図って参ります。    

    

２．２．２．２．教育・職能開発事業教育・職能開発事業教育・職能開発事業教育・職能開発事業    

            ①認定教育訓練①認定教育訓練①認定教育訓練①認定教育訓練    

                    一昨年一昨年一昨年一昨年、任意の教育訓練としてスタート致しましたが、当局、任意の教育訓練としてスタート致しましたが、当局、任意の教育訓練としてスタート致しましたが、当局、任意の教育訓練としてスタート致しましたが、当局の認定を受けの認定を受けの認定を受けの認定を受け、現、現、現、現

在は経理・ビジネス会計・総務・法務講座以外に貿易実務講座も在は経理・ビジネス会計・総務・法務講座以外に貿易実務講座も在は経理・ビジネス会計・総務・法務講座以外に貿易実務講座も在は経理・ビジネス会計・総務・法務講座以外に貿易実務講座も開講。開講。開講。開講。年間６講年間６講年間６講年間６講



座を開講し、受講者も延べ座を開講し、受講者も延べ座を開講し、受講者も延べ座を開講し、受講者も延べ１３１３１３１３０名にのぼ０名にのぼ０名にのぼ０名にのぼる状況となっておりまする状況となっておりまする状況となっておりまする状況となっております。。。。    

                    平成２６年度は、受講修了者の就職率アップを図り、安定的な講座を目指すと平成２６年度は、受講修了者の就職率アップを図り、安定的な講座を目指すと平成２６年度は、受講修了者の就職率アップを図り、安定的な講座を目指すと平成２６年度は、受講修了者の就職率アップを図り、安定的な講座を目指すと

ともに、講座の魅力度アップによる受講者の増加を図って参ります。ともに、講座の魅力度アップによる受講者の増加を図って参ります。ともに、講座の魅力度アップによる受講者の増加を図って参ります。ともに、講座の魅力度アップによる受講者の増加を図って参ります。    

    

            ②ビジネス・キャリア通信制教育訓練講座②ビジネス・キャリア通信制教育訓練講座②ビジネス・キャリア通信制教育訓練講座②ビジネス・キャリア通信制教育訓練講座    

                    公的資格検定試験対策講座であり、協会では従来から継続している事業であり公的資格検定試験対策講座であり、協会では従来から継続している事業であり公的資格検定試験対策講座であり、協会では従来から継続している事業であり公的資格検定試験対策講座であり、協会では従来から継続している事業であり

ます。現在は、人事・人材開発、労務管理、企業法務、財務監理、経営戦略の５ます。現在は、人事・人材開発、労務管理、企業法務、財務監理、経営戦略の５ます。現在は、人事・人材開発、労務管理、企業法務、財務監理、経営戦略の５ます。現在は、人事・人材開発、労務管理、企業法務、財務監理、経営戦略の５

部門を有し部門を有し部門を有し部門を有してててておりますがおりますがおりますがおりますが、、、、引き続き引き続き引き続き引き続き教育内容の充実を図って参ります。教育内容の充実を図って参ります。教育内容の充実を図って参ります。教育内容の充実を図って参ります。    

    

３．３．３．３．経営コンサルタント事業経営コンサルタント事業経営コンサルタント事業経営コンサルタント事業の展開の展開の展開の展開    

                    中小企業の多くは、企業経営の全般に亘る専門家を自前で揃えるまでの余裕は中小企業の多くは、企業経営の全般に亘る専門家を自前で揃えるまでの余裕は中小企業の多くは、企業経営の全般に亘る専門家を自前で揃えるまでの余裕は中小企業の多くは、企業経営の全般に亘る専門家を自前で揃えるまでの余裕は

なく、これらを外部の士なく、これらを外部の士なく、これらを外部の士なく、これらを外部の士((((さむらいさむらいさむらいさむらい))))に頼っている状況にあります。幸い当協会にに頼っている状況にあります。幸い当協会にに頼っている状況にあります。幸い当協会にに頼っている状況にあります。幸い当協会に

は、これらに関する士（さむらい）である専門家が多数いることから、は、これらに関する士（さむらい）である専門家が多数いることから、は、これらに関する士（さむらい）である専門家が多数いることから、は、これらに関する士（さむらい）である専門家が多数いることから、是非とも是非とも是非とも是非とも

その活用を図って参りたいと考えております。その活用を図って参りたいと考えております。その活用を図って参りたいと考えております。その活用を図って参りたいと考えております。    

    

    

以以以以    上上上上    


